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研究成果の概要（和文）：不確実な状況における交通サービス消費行動をモデル化し，意思決定

の自由度とコミットメントの価値を理論的に導出した．料金支払いのタイミングの違いに着目

して，事前料金システムと事後料金システムの導入が家計厚生に及ぼす影響を分析し，事後割

引料金システムの方が社会的厚生の観点から望ましい結果をもたらすことを示した．さらに，

航空サービスの早割チケットのような通時的差別化料金システムの経済便益評価を実施した．  

研究成果の概要（英文）：A model to explain consumers’ behavior for transportation service 
under uncertainty was developed and freedom of decision making and the value of commitment 
was derived theoretically. By comparing pre- and post-fee system, it was shown that social 
welfare can be always improved by introducing the post-fee system in addition to the 
conventional fee systems. Economic benefit of price differentiation system, which is 
frequently observed in airline market, was also evaluated. 
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１．研究開始当初の背景 
近年，高度情報通信技術の進展に伴い，交

通サービスの料金設定は多様になっている．
たとえば，web テクノロジーの発達により，
航空サービスの料金は空席状況に応じて刻
一刻変化することは今や珍しくなくなって
いる．航空企業はサービスの予約状況を踏ま
えて適宜料金を変化させることが出来る．JR
各社が提供する Suica や ICOCA，関西地方の
私鉄各社が中心となって提僕する PiTaPa と

いった交通 IC(Integrated Circuit)カードの
普及に伴って，様々な料金体系を設定できる
ようになった．従来回数券や定期券といった
前払い型の料金システムしかなかったが，交
通サービスの利用状況に応じて割引を設定
することもできる． 

一方航空サービスにおいては，予約タイミ
ングに応じて多様に異なる料金が提供され
ている．これは航空サービス提供企業が様々
なタイプの顧客に対して差別化された料金
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を設定していることに他ならない．予約の時
期が早ければ早いほどより割引率の高い料
金でサービスを購入することが出来るが，サ
ービス消費の直前になれば比較的割引率の
小さい料金でしかサービスを消費できない．
ただし，サービス消費より前に予約する場合，
予約時点以降サービス消費時点までに生じ
うる不確実性に対応することは難しい．すな
わち，家計は早いタイミングで自らのサービ
ス利用をコミットする対価として料金割引
を享受していると解釈できよう． 
家計が自らの交通サービス利用行動にコ

ミットするということは，スケジュール変更
が生じてサービスを利用しない場合におい
ても当該サービス料金の払戻はないという
状況のもとで，自らのサービス消費を予約す
ることに他ならない．家計のサービス予約行
動に対して，企業は自らの利潤を最大にする
ように価格戦略を決定する．通常サービスの
予約時点と利用時点との間には一定の期間
があるため，企業としては時間軸に応じて価
格を変更する価格差別化戦略をとりうる． 
定期券や回数券といった前払い方式のチ

ケットを購入した場合，一度当該サービスに
対する対価としての料金を支払ってしまえ
ば，以降のサービス利用行動がどのような結
果となろうとも支払額は変更されない．すな
わち，家計が前払い方式の料金システムを選
択するということは，自らの将来の行動の自
由度を放棄してその行動にコミットするこ
ととなる．前払い方式料金の割引額は，こう
いった自由度の放棄に対する対価とみなす
ことが出来る．すなわち，コミットメントの
価値に相当する割引料金を企業が提供して
いることに他ならない．一方後払い方式の料
金システムを採用する場合，家計は将来の不
確実性に対応した柔軟な意思決定を行うこ
とが出来る．すなわち，意思決定の自由度を
確保したまま自らの行動を決定出来るメリ
ットが存在する．事前割引料金システムが有
する１つの特徴は，一度チケットを事前購入
すれば，それをキャンセルするために費用を
要するという部分的な不可逆性が存在する
ことである．意思決定問題にこのような不可
逆性が存在する場合，意思決定を遅らせる
（事前購入しない）ことによる便益が発生す
る．一方，事後割引料金システムの場合には，
このような意思決定行動の不可逆性の問題
を回避することができる． 
 本研究ではこれまでに蓄積した知識を援
用し，多様な交通サービス料金メニューの導
入が社会的厚生にもたらす影響を定性的に
評価する枠組を提案する．価格差別化に関す
る研究としては，これまでに主としてオペレ
ーションズリサーチの分野と交通経済学の
分野においていくつか行われてきている．こ
のうちオペレーションズリサーチの分野に

おける研究は基本的に家計行動と企業行動
の相互関係が考慮されておらず，市場均衡の
枠組となっていない．一方交通経済学の分野
における研究では，家計と企業との間の情報
の非対称性が考慮されておらず，コミットメ
ント価値}を評価できる枠組となっていない． 
  
２．研究の目的 
本研究では，交通企業の価格差別化戦略行

動を対象として，社会的最適な制度設計を行
うための理論モデルを構築する．その際，家
計の意思決定の自由度や将来行動に対する
コミットメントの価値を明示的に考慮する．
その上で，価格差別化料金システムにおける
家計と企業の間のリスク分担構造や家計の
厚生や企業の利潤に及ぼす影響を分析する．
まず基本モデルとして，独占サービス市場に
おける家計のサービス予約行動をモデル化
する．予約システムにより将来の自らの行動
にコミットする場合に獲得できる便益を定
性的に評価し，予約システム導入が社会的厚
生に及ぼす影響を検証する．ついで，SUICA
や PiTaPa を初めとした交通サービス料近決
済手段の多様化の効果について分析するた
めに，料金支払いのタイミングと厚生水準と
の関係を分析するモデルを提案する．具体的
には，定期券のような事前料金システムと
PiTaPa のような事後料金システムとを比較
検証するとともに，コミットメント価値がど
の程度の料金割引に相当するのかについて
定量的な検討を行う．さらに，多くの航空サ
ービス料金に導入されている事前割引料金
制度について分析するために，交通サービス
提供企業が通時的に料金を差別化する戦略
を採用した場合の経済効果を定性的に検証
する理論モデルを構築する．その際，将来の
需要リスクに対する家計と企業のリスク分
担行動に着目する．さらに同モデルを完全競
争市場の枠組に拡張し，企業間競争が社会的
余剰の搾取にもたらす影響を評価する．以上
のモデル分析を通じて，交通料金決済システ
ムの多様性が中心市街地の活性化施策にも
たらす影響をはじめとした，交通管理施策，
まちづくり施策に対する政策的な含意をも
たらしうる． 
本研究では，事前割引料金システムを家計

の選好の異質性に関する顕示メカニズムと
して位置づける．航空サービス市場において
顕著に見られるような事前割引料金システ
ムに着目し，事前割引料金システムの適用可
能性や経済便益について分析することを目
的とする．申請者の知る限り，家計と企業の
間にある情報の非対称性に着目し，事前割引
料金システムによる価格硬直的，供給制約の
あるサービスの効率的な割り当てメカニズ
ムに関して研究した事例は見当たらない．さ
らに，近年導入が始まっている交通カードや



コミュニティカードが消費行動に及ぼす影
響に関する分析は，これまでほとんど行われ
てこなかった領域であり．きわめて新規性は
高い． 
本研究の遂行により，新しい金融決済シス

テムの発展が消費行動や交通行動に及ぼす
影響に関する知見を獲得することができる．
中心市街地の活性化を目指したまちづくり
施策や公共交通利用者減少を防ぐ交通管理
施策がもたらしうる効果を把握するととも
に，通時的料金差別化戦略とそれを通じた家
計のディマンドチェーン形成行動が社会的
厚生に及ぼす影響に関しても，重要な知見を
得ることが出来る． 
 

３．研究の方法 
まず，不確実性下における交通サービスの

予約行動の特性を把握するとともに，コミッ
トメント価値を明示的に考慮した行動モデ
ルを構築する．まず，経営学，交通経済学，
交通工学等の既往研究のレビューを行うと
ともに，多種多様なシステムが導入されてい
る交通サービス予約システムの現状を調査
する．その後，不確実環境下における交通サ
ービス消費行動をモデル化し．意思決定の自
由度とコミットメントの価値を理論的に導
出する． 
不確実な環境下における交通サービス消

費行動のモデル化にあたっては，申請者がこ
れまで携わってきた不確実性下における行
動モデルを援用する．しかし，これまでに構
築した行動モデルにおいては，企業と家計と
の相互作用が明示的に表現されていない，コ
ミットメントや意思決定の自由度の便益が
明示的に考慮されていない，といった問題点
を持つ．そこで，探索理論モデルとは別に申
講者がこれまで携わってきた行動の戦略的
相補性の概念を援用する予定にしている．こ
れまでに申請者は，戦略的相補性が働く交通
市場構造の分析に関して多数の研究を行っ
ている．そこでは，交通行動の相補性に起因
して，交通利用が増加する可能性と減少する
可能性が双方存在することを指摘している．
さらに，独占企業や寡占企業の料金設定戦略
の評価に関する研究実績もすでに蓄積して
いる．初年度においては，これらの研究成果
を援用することにより， コミットメントと 
意思決定の自由度の経済価値を明示的に評
価できるようなプロトタイプモデルを構築
する． 
次に，料金支払いのタイミングの違いに着

目し，事前料金システムと事後料金システム
の導入が家計厚生に及ぼす影響を分析でき
るモデルへ拡張する．事前料金システムの場
合，家計が交通機関のサービス利用に関する
需要リスクを負担するかわりに，料金割引と
いう対価を受け取る．家計は使途が限定され

るチケットを購入することにより，その代金
に相当する流動性を失うことになる．事前チ
ケットの割引は，家計の流動性の損失に対す
る対価と考えることができる．一方，事後割
引料金システムの利用契約は，契約の中に割
引料金メニューのみが記載されており，契約
の中に取引額に関する記載が存在しない．事
後割引料金システムでは，決済時点において，
個人のサービス利用に関する情報に基づい
て料金が決定されるため，多様な割引料金シ
ステムを導入することが可能となる．このよ
うなリスク分担構造を明示的に表現できる
モデルを構築する．次いで，家計の選好の異
質性に関する顕示メカニズムとして位置づ
けられる事前割引料金システムを表現する
モデルへと拡張し，航空サービスの早割チケ
ットのような通時的差別化料金システムの
経済便益評価を実施する． 
ここまでの分析は独占的な交通サービス

市場を仮定していたのに対して，以降ではそ
の枠組を競争的な市場を考慮した枠組へと
拡張する．周知のように，独占企業による最
適料金設定行動は全ての余剰を消費者から
搾取する結果となる．したがって，消費者余
剰の減少を防ぐためには料金規制が必要と
なる．交通サービスに寡占市場や完全競争市
場を仮定し，企業間で競争が働く環境を想定
すれば，企業間価格競争を通じて消費者余剰
の搾取を防げる可能性がある．競争的な交通
サービス市場を考慮すれば，これまで提案し
た枠組を拡張することにより，より多くの政
策的含意を与えうる可能性がある．具体的に
は，航空サービス企業を初めとして多く導入
されているマイレージ制度やポイントシス
テム，中心市街地活性化施策のツールとして
の導入も検討されている地域通貨システム
をとりあげ，各種制度のもたらす政策的含意
を検証する． 
 

４．研究成果 

不確実性下における交通サービスの予約行

動の特性を把握するとともに，コミットメン

ト価値を明示的に考慮した行動モデルを構築

した．経営学，交通経済学，交通工学等の既

往研究のレビューを行うとともに，多種多様

なシステムが導入されている交通サービス予

約システムの現状を調査した．その後，不確

実環境下における交通サービス消費行動をモ

デル化し，意思決定の自由度とコミットメン

トの価値を理論的に導出した． 
不確実な環境下における交通サービス消

費行動のモデル化にあたっては，研究代表者
がこれまで携わってきた不確実性下におけ
る行動モデルを援用した．その際，これまで
に構築した行動モデルにおいては表現され
ていない企業と家計との相互作用が明示的



に考慮した．また，コミットメントや意思決
定の自由度の便益を明示的に導出できるモ
デルを構築した．探索理論モデルと行動の戦
略的相補性の概念を援用することにより，新
しい概念モデルの構築に成功した．これまで
に研究代表者は，戦略的相補性が働く交通市
場構造の分析に関して多数の研究を行って
いる．そこでは，交通行動の相補性に起因し
て，交通利用が増加する可能性と減少する可
能性が双方存在することを指摘している．さ
らに，独占企業や寡占企業の料金設定戦略の
評価に関する研究実績もすでに蓄積してい
る．これらの研究成果を援用することにより，
コミットメントと意思決定の自由度の経済
価値を明示的に評価できるようなプロトタ
イプモデルを構築した． 
料金支払いのタイミングの違いに着目し，

事前料金システムと事後料金システムの導
入が家計厚生に及ぼす影響を分析できるモ
デルへ拡張した．事前料金システムの場合，
家計が交通機関のサービス利用に関する需
要リスクを負担するかわりに，料金割引とい
う対価を受け取る．家計は使途が限定される
チケットを購入することにより，その代金に
相当する流動性を失うことになる．事前チケ
ットの割引は，家計の流動性の損失に対する
対価と考えることができる．一方，事後割引
料金システムの利用契約は，契約の中に割引
料金メニューのみが記載されており，契約の
中に取引額に関する記載が存在しない．事後
割引料金システムでは，決済時点において，
個人のサービス利用に関する情報に基づい
て料金が決定されるため，多様な割引料金シ
ステムを導入することが可能となる．このよ
うなリスク分担構造を明示的に表現できる
モデルを構築した．次いで，家計の選好の異
質性に関する顕示メカニズムとして位置づ
けられる事前割引料金システムを表現する
モデルへと拡張し，航空サービスの早割チケ
ットのような通時的差別化料金システムの
経済便益評価を実施した． 
定期券や回数券といった前払い方式のチ

ケットを購入した場合，一度当該サービスに
対する対価としての料金を支払ってしまえ
ば，以降のサービス利用行動がどのような結
果となろうとも支払額は変更されない．すな
わち，家計が前払い方式の料金システムを選
択するということは，自らの将来の行動の自
由度を放棄してその行動にコミットするこ
ととなる．前払い方式料金の割引額は，こう
いった自由度の放棄に対する対価とみなす
ことが出来る．すなわち，コミットメントの
価値に相当する割引料金を企業が提供して
いることに他ならない．一方後払い方式の料
金システムを採用する場合，家計は将来の不
確実性に対応した柔軟な意思決定を行うこ
とが出来る．すなわち，意思決定の自由度を

確保したまま自らの行動を決定出来るメリ
ットが存在する．事前割引料金システムが有
する１つの特徴は，一度チケットを事前購入
すれば，それをキャンセルするために費用を
要するという部分的な不可逆性が存在する
ことである．意思決定問題にこのような不可
逆性が存在する場合，意思決定を遅らせる
（事前購入しない）ことによる便益が発生す
る．一方，事後割引料金システムの場合には，
このような意思決定行動の不可逆性の問題
を回避することができる． 
次に，すでに構築した不確実性下における

家計の交通サービス利用意思決定モデルを
拡張し，意思決定における自由度を評価する
枠組を提案した．さらに，これまでに蓄積し
た知識を援用し，多様な交通サービス料金メ
ニューの導入が社会的厚生にもたらす影響
を定性的に評価する枠組を提案した． 
料金支払いのタイミングの違いに着目し，

事前料金システムと事後料金システムの導
入が家計厚生に及ぼす影響を分析できるモ
デルを構築した．事前料金システムの場合，
家計が交通機関のサービス利用に関する需
要リスクを負担するかわりに，料金割引とい
う対価を受け取る．家計は使途が限定される
チケットを購入することにより，その代金に
相当する流動性を失うことになる．事前チケ
ットの割引は，家計の流動性の損失に対する
対価と考えることができる．一方，事後割引
料金システムの利用契約は，契約の中に割引
料金メニューのみが記載されており，契約の
中に取引額に関する記載が存在しない．事後
割引料金システムでは，決済時点において，
個人のサービス利用に関する情報に基づい
て料金が決定されるため，多様な割引料金シ
ステムを導入することが可能となる．このよ
うなリスク分担構造を明示的に表現できる
モデルを構築する．次いで，家計の選好の異
質性に関する顕示メカニズムとして位置づ
けられる事前割引料金システムを表現する
モデルへと拡張し，航空サービスの早割チケ
ットのような通時的差別化料金システムの
経済便益評価を実施した． 
さらに，その枠組を競争的な市場を考慮し

た枠組へと拡張した．周知のように，独占企
業による最適料金設定行動は全ての余剰を
消費者から搾取する結果となる．したがって，
消費者余剰の減少を防ぐためには料金規制
が必要となる．交通サービスに寡占市場や完
全競争市場を仮定し，企業間で競争が働く環
境を想定すれば，企業間価格競争を通じて消
費者余剰の搾取を防げる可能性がある．競争
的な交通サービス市場を考慮すれば，これま
で提案した枠組を拡張することにより，より
多くの政策的含意を与えうる可能性がある．
複占市場を仮定した場合の顕示メカニズム
を検証するためのモデル化を行い，その意義



について考察した． 
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